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お わ りに

は じめに

最近・不況 の中で効率的な企業 の経営 管理法 と してサ プライチ ェー ン.マ ネ ジ メ

ン ト(SupplyChainManagement;SCM)が 脚 光 を浴 び て い る
。 そ の 主 要 な要因

と して個別企業 において 「乾いた タオルを絞 る」 ような厳 しい企業間競争 時代 にあ

り・原価 削減の範 囲が・一企 業の範囲か ら川上 、川下周辺の企業 にまで及び、利益

確保 に懸命 であるこ と。更 には、 このサ プライチ ェー ン ・マ ネジメン トは
、経営戦

略、たとえば環境 戦略等 に も有効 であるこ とが理解 され るようになったか らである
。

す なわち、当該企業 を とりま く企=業相 互 間 で 自然環 境 に配 慮 し、廃 棄物 を適正 に処

理 したこ とを透明化 し、PRTR(環 境 汚 染 物 質 排 出移 動 登 録 制 度)に 準拠 す る こ と

に も役 立 つ か らで ある。本稿 では、特 に、サ プライチェー ン ・マ ネジメ ン トの意義、

提携パー トナー、その提携範囲、用途拡大 と耐用年数延長等 に関 して考察する
。
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1サ プ ラ イ チ ェ ー ン ・マ ネ ジ メ ン トの 意 義

サプライチ ェー ン ・マ ネジメ ン トとは、原材 料、部 品等の購買調達か ら製造 ・販

売、 さらに顧客 までの一連の供給連鎖 を、企業全体 または物財 の流れ全体 とい う視

点か ら業務 を運営 ・管理す ることに よって、 よ り効率的に低原価 、高 品質、競争力

のある製品 ・サー ビスを顧客 に提供 しようとする経営管理技法である。

サプライチ ェー ン ・マ ネジメン トは、1970年 代 は 主 と して 「物 流 」 と して取扱 わ

れ、企業内の倉庫管理 と輸送の統合 に焦点が当て られていた。 この時代 は国際的 に

高利子率であったために、 資本の有効利用、特 に在庫管理 に重点 を置いた。1980年

代 に 入 る と、 サ プ ライチ ェー ン ・マ ネジメン トの重 点は、サプ ライチ ェー ン ・コス

ト構 造の リエ ンジニア リングへ と移行 し、業務 コス トやサ プライチェー ン上 の資産

削減 を目指すサ プラ イチ ェー ン統合 に関心が向 け られた。そ して1990年 前 後 か ら、

サ プ ライチ ェー ン ・マ ネジメン トの重点 は、 コス ト削減か ら顧客サー ビス向上へ と

移行 した。 さ らに世紀末以降現在 において、サ プライチ ェー ン ・マ ネジメン トは、

従来の ように、 オペ レーシ ョン戦略 の一部ではな く、企業 の事 業戦略 を推進す る も

のである とい う見解 が登場 した(注1)。 さ らに、環 境 戦 略 に も有 効 で あ ることが認

識 されるようになった。

2サ プ ラ イ チ ェ ー ン ・マ ネ ジ メ ン トと提 携 パ ー トナ ー

サ プライチ ェー ン ・マ ネジメ ン トは、物流網 において問題解決のためにパー トナ

ー とどの ような戦略 を採れ ば有効で あろ うか。

例 えば、製品の用途拡大 と耐用年数延長の コンセ プ トを実現す るため には、生産

と物流の過程が この コンセプ トに適合 していなけれ ばならない。その際、価値創造

チ ェー ンにおいて、部品や 資材 の納 入業者 もまた大 きな役割 を演 じる。以下で は、

納 入業者が この コ ンセ プ トに対 し持つ意味、お よび生産者/納 入 業 者 の 関係 が この

コ ンセ プ トに対 し果たす可能性 につ いて言及す ることにす る。

この コンセプ トにおいて往 々に して大切なのは、製 品の市場への供給 だけでな く、

完全 なソリュー ションあるいはシステムソ リュー シ ョンである。製品の生産者がい

つ も自己だけで これを解 決で きる とは限 らない。それ故、その他 の生産者、サ ー ビ

ス業者、販売業者 が物流網 に組み入れ られなけれ ばならない。 また、 この コンセプ

トには、用途拡大 と耐用年数延長 に適 ったサプ ライチ ェ0ン ・マ ネ ジ メ ン トを活 用

す る こ とが必要である(注2)。
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2-1原 材料、構成部品の供給 ・納入関係

製 品 の製 造 をす る際 、 当該 企業 は、 他 企 業(納 入 業 者 また は下 請 業 者

[LieferantenoderZulieferern])か ら原材料、構成部品【TeileoderKomponenten]

(加工材料、部品、資材等)、 設備装置(機 械、建物等)お よび用役を購入する。そ

の際、当該企業は、納入業者か らどのような品質の原材料
、構成部品、用役等をど

の くらい、幾 らで購入するかを決定する。 このように生産者/納 入業者間には、重

要な相互依存関係が存在する。すなわち生産者は、完成時期、数量、品質に関 し、

注文の構成部品を入手するのには納入業者に依存するのである
。また、納入業者は、

自己の売上 と収益に寄与する顧客 として生産者に依存する。
一般に生産者は

、どの構成部品をどの納入業者から入手するかを、顧客として自

由に決定で きるが・それは・生産者にとり非常に重要である。その際、J.Fleig(注

3)に よれば、以 下に挙げる視点が大切である。

① 納入業者の市場での地位およびその選択

品質や価格 にほとんど差がない個々の構成部品の場合は、納入業者が多数存在す

る可能性がある。その他の構成部品の場合は、必要 とされる構成部品を供給で きる

納入業者が特定されるため、納入業者は準独 占的地位 を得ることが可能である
。そ

の場合、その納入業者がはた して生産者の望む構成部品を供給することができるか

否かという疑問が生 じうる。納入業者の市場影響力へ依存 しなが ら、生産者は納入

業者 との関係を作 り上げなければならない。

また、生産者が複数納入業者から選択する場合、これ らの納入業者を査定 し、決

定 しなければならない。これについては、様 々な納入業者査定 システムが開発 され

てきた 〔例:Harting1994〕 。その際、納入業者が必要な製品をどのように開発
、

製造、提供できるかが分析 され、例 えば、技術革新力、品質、納期、期 日厳守、物

流との関連や原価が検討 される。

② 製品開発 ・生産 ・物流および商品化

納入業者 と生産者間の申心 となる協力分野の1つ に、製品の開発がある。多 くの

場合、構成部品は生産者 と納入業者が共同で開発するために、費用の分担 を定めた

り、共同プロジェク トチームを設置することもある。

また、構成部品の生産については、納入業者に権限があ り、生産者は要求 された

品質が保持されるよう支援する。特 に物流過程では、納入量、納入期限、在庫状況、

包装や輸送システム等に関して共同で調整される。

さらに、納入業者 と生産者は、商品化 に際 しても、共同の製品(構 成部品と最終
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製 品)の ために協力 し、それらのその時々の知名度、品質、成果の相乗効果を利用

することができる。OSソ フ トウェアの納入業者 とPCの 生産者、 タイヤやバックミ

ラーの納入業者 と自動車製造業者の協力がその一例である。

③ 廃棄物処理

最終的に生産者 と納入業者は使用済み製品の廃棄処理に関する取 り決めをするこ

とがで きる。生産者は顧客から製品を引 き取 り、解体 し、構成部品を納入業者に返

却する。それにより、納入業者は合法的で環境 に優 しい廃棄物処理(再 利用または

廃棄)の 義務を負い、生産者は、PRTRに 準拠で きることになる。

④ 情報交換

相互に協力関係を築 くためには、生産者 と納入業者の効果的で効率性の高い情報

交換が必要である。情報交換は、製品データやそのための文書による連絡や電子デ

ータ交換の技術的手段であった り、納入期 日、社員交換、プロジェク トチームの結

成等に関する組織的/個 人的手段であった りしうる。

これらの視点 を生産者が どういう形で形成するかは、生産者 とその製品の納入業

者にかかっている。システム化のm例 としては、業務範囲と権限に応 じた納入業者

の区分がある。それに応 じて四つの生産者/下 請業者(Zuliefer)関 係に分けること

がで きる。納入業者 とは、部品生産者、その専門家、開発パー トナー、あるいは価

値創造パー トナーであるという。それと同時に生産者/下 請業者の関係は、根底 と

なる調達構成部品の意義に左右 される。供給 リスクや結果の影響か ら、品不足の購

入部品、戦略的購入部品、標準的購入部品、中核的購入部品に区別できる。これ ら

に対 し上記の分野に関連 して特殊な調達のコンセプ トを展開することがで きる(注

4)o

⑤ 財務

さらに、納入業者からの購入部品の決済に即現金が必要か、信用取引でも可能な

らば信用期間はというような問題 も考える必要がある。 この項に関 し、Fleigは 事

例では若干、触れているが本文では論 じてないのでここに追加 した。

3シ ステム ソ リュー シ ョン提供 のための共 同パ ー トナ ー との提携範 囲

製品の用途拡大 と耐用年数延長のための コンセプ トには、「従来型下請業者」 と

並んで、他の共同パー トナーも役割 を果たす。多 くの場合、製品の販売だけでなく

システムソリューションが重要だか らである。その時々の検討製品(同 等に多数の

製品の存在が考えられる)が 、いわば、 システムソリュー ションの核 を意味する。
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その製品は、…連の補充サ ー一ビスあ るいは製品 によ り補 われ る。生産者がすべ ての

「システム機 能」 を独 自で調達で きない場合、パー トナー と提携 して核 となる該 当

構 成部品を入手す る必要がある。

① 共同企業者

共同企業者 は、 システム ソリュ..._.ション全体 に結 びつ く可 能性 の あ る企業の リス

ク を分か ち合 う。一般 に共 同企業者 の機 能や製品 は、生産者の製品 と全 く同様 に、

システム ソリューシ ョン全体 に対 し重要 である。サー ビス企業 と製造業者が協 同で

グルー プ会社管理者 として行動 し、 システム ソリュー シ ョンを共同で提供す る場合

がその一例 である。

② 共同生産者

共 同生産者は、生産者の製品 と共 にシステム ソリュー シ ョンに欠かす ことので き

ない、補充製品に関す るノウハ ウを持 っている。共 同生 産者 は、製造 においてだけ

で な く、研 究、開発、設計 にも協力す る。例 えば、洗浄機器 の生産者が、顧客 の志

向 にかなった 「建物洗浄」 を提供が で きるよう、洗剤の共同生 産者 と協力す るのが

その一例である。

③ 共同販V・ 配 送 業者

こ こで は一 般 に、製 品の販売 またはシステ ムソリューシ ョンに際 し生産者 を支援

す る販売業者(卸 、代 理 店 、 専 門 店 、市 場 等)が 問題 とな る。 売買 とは、 多 くの場

合、製 品あるいはサ ービスが顧客 もしくは利用者 に移転 する場である(移 転 点)。

い くつ か の ケー スで は、 競 業 者 も共同生産者や共 同企業者 と互いに提携 す ること

が可能である。グルー プ企業管理者は一企業の製品 ・成果 を売 りさば くだけでな く、

そ のグループ企業内 に競争相手の製品 を提供す ることも可能であ る。多 数の 自動車

製造会社 が共 同で進 める自動車賃貸 はその一例(6の 事 例 参 照)と い え よう。

も う… つ の可 能性 は、多数のパー トナーがバ ーチ ャル カンパニー(仮 想 企 業)を

作 る こ とで あ る。 各 パ ー トナ ー は、あたか も一つの企業の ように顧客 に対 し提供 さ

れる、 自己のその時 々の核 となる権 限または製 品を持ち込んでいる。…般 に この成

果 は一パー トナーに よ り調整 または統合が なされる。それぞれのパ ー トナーは、 リ

ス クと成功 を共同で負い、 また、 このバーチ ャル カンパニーは課題 ご とに短期 また

は長期 に設置 され ることになる。

どの場合 も、前述 の問題 と任務 は、個 々のパー トナー 間で解決 しなければ ならな

い。す なわち、パー トナーの選択 、契約 の形成、協力の文化、研究 についての意見

調 整、研 究開発、物流、商 品化 、廃棄物処理 、情報 交換等 の観 点(注5)を 指 して
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い る 。

4用 途拡大 と耐用年数延長のための コンセプ ト

通常販売、耐用年数延長お よび再生の コ ンセプ トに とって、納入業者 と他の共 同

パー トナーは、その時 々で異 なった役割 を果 たす。生産者 において、そのパー トナ

,_._をこの コ ンセ プ トに包 み 込 み
、共 に協力す る可能性 は非常 に高い(図 表4-1参 照)。

通 常 販 売 コ ンセ プ トで は、一 般 に納入業者/生 産 者 関係 以上 の要 求 を課 され ない。

この コンセプ トで用途 を拡大 で きた場 合、下請 は必要 な くなる。共通 または分割用

途の コンセプ トでは、 しば しば製品の特別 な機能性 が前提 となる。料金計算のため

の情報 システム、故障監視 システム、多 くの利用 者の出入 りを可能 にする安全 シス

テム、共通 または分割用途 を管理す る任意の システムがその例 である。 ここで既成

または新規 の納入業者 に とっては活動領域が開けるわけである。

多 くの場 合、通常販売 には並行 して更 にサー ビスが提供 される。 これは製品の生

図表4-1用 途拡大 と耐用年数延長のためのコンセプ トおよび納入業者や他の共

同パー トナーにとっての課題

コ ンセ プ ト 協力相手

納入業者 共同企業 共同生産者 共同配送者
通常販売 分割 された利益 補充製品あるい シ ス テ ム ソ リ ュ 配給(販 売)の

の機能の担 い手 は サ ー ビス(例: 一 シ ョ ンの た め た めの補 充 サ ー

としての補充構 リー ス 業 者 、 グ の補 充製品(例: ビス(例:業 者 が

成部品(例:製 品 ルー プ企 業管 理 洗浄機用洗剤) 製品の賃貸 を提

に付随 した情報 者) 供)

シス テ ム)

耐用年数延長、 長寿を目指す構 維持補修、総合 修理のための補 破損製品の補修
補修 成部品の構造設 解体修理のため 充製晶あるいは サ ー ビ ス(例:

計;補 充 交 換 部 の サー ビスの共 補充交換 部品 ス ー パ ー マ ー ケ
品の納入(電 気 同提供(例 携 帯 (例:オ ー トバ イ ッ トの 靴 屋)

製 品 の ブ ラ シの 電話の修理) の 補 充 交 換 部

な くな っ た モ 品)
一 タ ー)

再生、修理 修理目的の構成 設 備 のバ ー ジ ョ 設備 の バ ー ジ ョ 故障あるいは不

部品の構造設計; ンァ ップ と修 理 ンア ツプや修 理 要製品の引取/回

補充交換用品の の ための サ ー ビ のための補充製 収(例:中 古車販

納 入(例:車 の スの 共 同提 供 品または補充交 売のための自動
ダ イ ナ モ ー タ (例:II二 作 機 械 換部 品(例=在 来 車)
一) の修理) 型の工作機械の

整備装置)

出 典:Fleig,J.(Hrsg.}.lZukunftsfaehigeKreislaufwirtschaft,2000Stuttgart,S.164
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産者によってではなく、グループ会社の一管理者によって もた らされる可能性があ

る。また、場合によっては、共同企業として相応 しいサービスを提供する次の共同

パー トナ.......を求めることにもなる。資金調達のために、例 えばリース会社 を包含 し

た り、また、特別な下請け受注者が維持補修の任務を引 き受けることもある。

顧客に完全なシステムの提供を可能にするために、相応する納入業者か ら購入 し

た補充製品を自己のプログラムに加えることもある。例えば洗浄機器を賃貸するの

と同時に、洗剤 を購入(ま たは賃貸)す るのがその例である。サービスセ ンターで

自己の空間を自由に使用で きる限 り、最終的には、この コンセプ トに関する売買も

重要な役割を演 じている。 ここでは、顧客/利 用者は成果または製品の受領、賃貸、

返却、相談等をする。

耐用年数延長 ・補修の コンセプ トにおいては提携の可能性について比較 しやす

い。ここでは、最初に製品とその構成部品に応 じた設計がなされなければならない。

これにより製品の リデザイン、 リエ ンジニアリングの必要性が生ずる。その際納入

業者 も生産者 と共同で、製品と構成部品の仕様に相応 した規定案を練 りあげ、その

中で生産者は納入業者へ以下の説明をしなければならない。

① 資材 と構成部品の耐用年数延長、最短耐用年数 堅牢性、時代に左右されない

デザイン。

② 簡易品質検査(目 視検査)・ 分解 ・補充 ・破損構成部品の交換 ・整備 ・バージ

ョンアップ可能なこと等。

③ 新 しい構成部品を 「古い製品」に統合 した り、逆に 「古い構成部品」 を新 しい

製品に組み込む可能性を作 り出すこと。

修理、再生、バージ ョンアップをする際に、製品に相応 した補充交換部品が入手

しやすいことが常に求められる。生産者は、自己自身で責任 を負いたくなければ、

納入業者 に補充交換部品の調達を求めなくてはならない。納入業者にとってこの こ

とは、必要な場合 これ らの部品を製造可能か、あるいはその部品を在庫 しておかな

ければならないことを意味する。このサービスが製品に、耐用年数の延長のための

延長時間を提供するとするならば、納入業者は、この延長時間の課題を確実に実現

する必要がある。そのためには技術的 ノウハウ(図 面の保持、部品明細表、作業計

画書)を 保持 し、場合によっては自己の納入業者とそのために連携するか、または

維持費のかかる補充交換部品の在庫を確保 しなければならない。

本来の納入業者が、補充交換部品を提供する状況になかった り、意志がない場合、

共同生産者がその任務を引 き受けることがで きる。 この際、共同生産者が本来の納

7
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入 業者 の情 報 や ノ ウハ ウ を引 き出す ことがで きるか否かが問題である
。共同生産者

は、構成部品 に関 して必要 な情報 を自ら集め るよう努力 を しなけれ ばな らない
。 こ

こで考 え られるのは、 リバ ースーエ ンジニ アリングための3D認 識用 光学 シス テ ム の

使 用 で あ る。 こ ういった補助手段が な くて も、小企業は十数年の経験 を もとに工作

機械 を修理、バ ー ジョンア ップ、 または全分解修理 をした りする。 もちろん、彼等

はそれまで に工作機械 の生産者 と共同で仕事 を したこ とはほ とん どない
。バー ジ ョ

ンア ップの場合 は全 く新 しい構 成部 品を元の製 品に付加 するこ とがで きる
。そのた

め には、古い製品に適合す る構成部品 を製造す る新 しい納入業 者 または共同生産者

を探 さなければな らない。

耐用年 数延長 と修理 に際 して は、修理品の配送 や中古 または欠陥製 品の回収 の世

話 は、主 として、共 同配送者がその任務 を担 う。そ こが顧 客/利 用 者 の た め の ス タ

ー ト地 点 で あ り集積地点である
。例 えば、販売業者 の ところに修理、 回収 、有効活

用等のためのサー ビスセ ンターが設置 される。

製 品の生産者 が耐用年数延長 と用途拡 大の コ ンセプ トを実現 しようとす るな ら

ば、個 々の ケースごとに、納入業者や他 の共 同パー トナーに更 に他 の任務 が生 じる
。

それ とともに、 その時 々のパ ー トナーが この任務 を引 き受 けることがで きるか
、あ

るい はその意志があ るか とい う疑 問が生ず る。既成 のパー トナー と共通 の解決策を

探 す こ とはド ー般 に、生産者 に とって はメ リッ トになるに違い ない。難点は、「な

じみ」 のパー トナーが この任務 を引 き受 け られ ないか、引 き受 ける意志がない場合

である。 このパー トナ ー一が 「準独 占的地位」 を得 ている場合、変更はほぼ不可能で

あ る。生産者の提携の可能性 は非常 に限 られた もの になる。

納入業者や他 の共 同パー トナーが、物流 チェー ンの中で 自己の構成部品
、補充的

サー ビス、市場影響 力の重要 さに基づ き、相応 しい重要 な役割 を生産者 に対 し果た

す な らば、個 々のケースで、生産者が 自社 の製品 の用途拡 大 と耐用年数延長の コン

セ プ トを納入業者 または共同パ ー トナー と一緒 に展開す ることは適切であ るといえ

よう。その際、生産者は、 その主導者 と してコ ンセプ トの長所 を最初か らパー トナ

ー に明 らかに しなければな らない
。努力の結果達成 された利益 をどうい う形で分配

する ことがで きるか、任務の分担 と経費の分担 も検討す る必要がある(注6)
。

5サ プ ラ イ チ ェ ー ン ・マ ネ ジ メ ン トの 提 携 パ ー トナ ー 間 の複 合 的 問 題

JFIeigは ・ 納 入 業者 ・ 生 産 者 お よび その 他の共同パ ー トナ.___間での 協力 につ い て

の 個 々の重 要 な視点 について、以下で少 し細か く立ち入 っている
。個 々のケースで
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多 くの問題点を明らかにしなければならないところだが、それらをここで全て扱 う

ことは不可能である。以下に挙げる視点は、生産者がパー トナーと共同で適切な解

決策を見つけなければならない重要な複合的問題点である。

5-1納 入業者 と共同パー トナーの選択

納入業者や共同パー トナーと協力関係に入る前に、その選択がある。製品の用途

拡大 と耐用年数延長のコンセプ トに移行する際、先ずこれまでの納入業者や共同パ

ー トナーと協力を継続する試みがなされなければならない。そのためには、無論、

納入業者や共同パー トナーが変化 した要求に応 えるだけの能力があるかを試 さなけ

ればならない。

基本的には、新 しいコンセプ トで、納入業者の(戦 略的)選 択基準 も変える場合

は、新 しい納入業者を選択することが可能である。そうすると、耐用年数延長のコ

ンセプ トでは、それまで決定的な購買基準であった構成部品の価格 よりも耐用年数

の方がより重要になり、従来の納入業者 よりも他の納入業者に関心が増すこともあ

る。同様のことが共同パー トナーに対 しても当てはまる。生産者は、例えば、新 しい

サービスやシステムソリュwシ ョン(例 えば賃貸のコンセプ トや回収再利用システム)

を従来の取 り扱い業者より明示 している、他の業者 と協力することも可能である。

新 しいコンセプ トで、今まで取組んだことのない領域で新 しい共同パー トナーを

探 さなければならないことは、生産者にとって難 しい問題 となる。リース、使用賃

貸売買、あるいは他の金融商品といったテーマは、提携可能性のあるパー トナーの

能力 を判定するのが生産者にとって難 しい新 しい分野である。この分野で生産者は、

まず自らノウハウを作成 しなければならい。 こういう背景の中で納入業者を選択す

るには、次の措置が有効である(注7}。

Q)自 社製品の耐用年数延長と用途拡大に関して、生産者の主要な意図、戦力 と目

標を示 した大 まかなコンセプ トの作成。

(2)そ の時々のコンセプ トに該当する、またそれに必要な中心的構成部品や先端の

機能を提供 してくれるかの検証。

(3)そ の時々の構成部品または機能の提供 に関し可能性のある納入業者への影響や

要求を導 き出すこと。

(4)変 化に対応で きる、従来の納入業者の判別をするとともに、新 しいコンセプ ト

に関し、従来の納入業者 と作業体制、作業能力を引 き出すための対話を行 うこ

と。その際、判断が下せる程度に納入業者と共同で大まかなコンセプ トを作成

9
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しなければない。納入業者には、場合によっては、効果的、効率的に仕事 を達

成できるような余地を認めなければならない。提供者にこの時点ですでに協力

の余地が全 くない場合、新 しい提供者を探 し、話合 うこと。

(5)構 成部品や仕事の提供 して くれるかを検証。新規のもしくは一回限 りの納入業

者または共同パー トナーを探 さな くてはならないこと。

(6)可 能性のある新 しい納入業者 または他の共同パー トナーの選択。該当分野での

生産者の能力が十分でない場合、外部からの支援が要求されること。

(7)新 しい提供者 と話 し合って、 ここで も判断を下 し、可能性のある納入業者に仕

事を具体化することが肝要であること。

(8)納 入業者の評価 と選択。共同で仕上げることができるよう規定書に定め られた

業務を具体化 し、この仕様に沿って業務が行われたか否かを査定すること。

次の図表5-1で は、上記の8つ のステップをもう一度一覧表に示ている。一つは、

図表5-1

システム ソリュー ション

r
賃貸、 融資等の提供

「

修理助言等の提供

製品の耐用年数延長と用途拡大における物流網構築のための行動

システ ム パー トナー とR&D専.門 業者 と し 物 流 専門 業 者 と 新 サー ビスの プ ロセ スの

してのサ プライヤー てのサ プラ イヤー てのサプ ライヤー パー トナー 専門業者

製 品の専門 業

補助製品の提供

一市場で差別となる

中核構成部品、

短期技術革新

1
▲ ▲

サービスによる最善の補充を

市場で分析調査

f

修理、補充交換部品供給の

物流を調整

サプライヤーと共 同で モジュー ル化の ためのR&D

設備拡張 の可能性 、バー ジ ョンアプ、製 品を交換せず に

簡易 に交換 可

サプライヤーと耐 用年数延長 のための共同研究 開発、時代 を超 えたデザ

イン または簡 易交換 性、補充 交換 部品の供給 を補償す るた めに物

流 の改善

製品決定のための

共同研究開発

市場で差別化された

由粒描虚部品

短期技術革新サイクルの構成

部品

サプライヤーと酎用 年数 延長や 簡易交換性 の ための共 同

研 究開発

標準構成部品 補充交換部品を提供する物流および保障の最善化

出 典:Fleig,J.:a.a.o.,S.169
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製品 と関係する構成部品 と可能性のある補充サービスを定め、分類するためである。

もう一つは、用途拡大と耐用年数延長にかかわるどの戦略が、個々の構成部品やサ

ービス行為のカテゴリーにとって重要であるかを確認するためである。最終的には、

どの納入業者 または共同パー トナーが、この戦略を転換するための最良の支えとな

るかが確認 される。

5-2共 同の研究、開発および設計の決定

図表5-1は 、製品の用途拡大 と耐用年数延長のためのコンセプ トを転換するため

には、選ばれた重要な納入業者や共同生産者が特に研究開発 と設計の分野で協力が

必要であることを明らかにしている。これ らのパー トナーは、最初か らコンセプ ト

や製品やそれに結びつ く成果の提供の定義、仕様を定める中で包含される。例えば、

それには次のようなものが含まれる(注8)。

① 共通あるいは分割 した用途や通常販売が可能な(例:製 品に付随 した情報シス

テム)製 品の補充構成部品の共同開発

② 製品長寿命化のための資材や構成部品の共同開発

③ 製品を例えば、簡単に査定 ・分解 ・組立 ・調整等可能にし、構成部品を一体化

し、製品全体の中での交換を簡易にするための価値分析調査の実施

④ 市場の要求に基づ く技術的耐用年数を持つ、完成製品と個々の構成部品のイノ

ベェーションサイクルを決定

⑤ その時々に耐用年数を高め、修理を簡単にし、またはサービスと結びつ くこと

の出来る補充製品を共同で決定

⑥ 製品に付随す るサービス(構 成部品の修理、回収、再商品化等)を 共同定義。

それか ら、前 もって、例えば物流のコンセプ トを展開 した り、市場分析 を行っ

たりしなければならない。

一般に、生産者、納入業者や他の共同パー トナー問でのR&Dに ついては1こ れ

が従来型 コンセプ トですでに行われている程度に応 じて相互に決定する。その際、

初期 に相互 に取 り決めた措置方法が一般に効果的、効率的であるとみ なされる

〔Clark/Fujimoto1992参 照〕。 さらにそれを超えて、その時々の用途拡大 と耐用年

数延長のためのコンセプ トに基づ き内容が調整されなければならない。その明細は

個々のケースで明らかになる。
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5-3修 理における下請物流業者の決定

この物流の課題には、必要量、納入時、輸送手段(交 通機関、容器)、 品質等が

含まれる。これは、製品の用途拡大 と耐用年数延長のコンセプ トの場合 と基本的に

異なってはいないが、い くつかの視点を追加検討 しなければならない。それについ

てJ.Fleigは、以下のように述べている(注9)。

製品や構成部品の耐用年数の延長 または修理により、新 しい部品の需要は減る。

論理上は、耐用年数が二倍になれば、需要量は半分になる。実際には、市場の拡大、

補充交換部品の需要といった他の要素が、この関係をず らす働 きをする。

修理の場合、 コス トの他に時間が重要な役 目を演ずる。 自己の製品を修理または

バージョンアップしたいと望む顧客は、そのために長い時間は待機できない。それ

ゆえ、機械の修理業者は、修理時間内にどのようにして故障を直すかの十分根拠あ

るコンセプ トを提示 しなければならない。スピー ドがこのコンセプ トにとって一つ

の決定的な成功要素である。このスピー ドは、必要とする補充交換部品を在庫 して

いることによってのみ保障されることが多い。 さらに、生産者と補充部品を供給 し

た り、構成部品を、修理補修する納入業者間の協力ができるかぎり摩擦な く機能す

るよう、物流過程を相互に決定する必要がある(図 表5-2参 照)。

回収後できるだけ早 く生産者はその故障が製品を修理するに値するか否かを決定

する。構成部品の修理や補充交換部品の提供 を納入業者がする場合、生産者は、

個 々のケースでその納入業者 と相互に決定 しなければならない。更に、修理期間が

利用者に受け入れられるか、共同で確かめる必要がある。 このためには、納入業者

は確実な修理完成 日を伝えなければならない。 このために、納入業者 または納入業

者 ・生産者は頻度の高い補充交換部品を共同で保管する必要がある。このことは、

修理期間の短縮に繋がる。必要な情報が欠けた り、資材が既 に調達不能だった り、

生産資材がもはや不用だったりして、新規の原価が非常に高 くなることが想定 され

る時、前もって必要になる可能性のある構成部品を保管 してお くことも有効である

といえる。生産者にとって、自己または納入業者がこの保管のための原価 を引 き受

けるかどうかは、自己の納入業者に対する市場影響力、またはその納入業者がその

後 どの位の期間存続するか否かにかかっている。
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図表5-2継 続 利 用 の修 理 に際 しての納 入業 者 と生産者間の協 力

利用者の

物流

生産者の

物流

修理 期日、原価等

に関 する事前情報

下請業者の

物流

¶

〉回収

＼
テ ス ト

L

原価等

前情報

準備 回収

時間が決定的要素の部品や

新版の原価が高い部品の共同

占くなった構成部品を

保管 または進行時間の

出 典:Fleig,J.:a.a.0.,S.172

輸 送 システムは修理 のための コンセプ トにおいて もまた、返却 に関 して も説明 し

なければな らない。その際、特 に問題 になるの は納入業者 に リフ ォ.__.ムの ため に送

り返 され る中古 の構 成 部品の適切 な包装 である。包装経 費は、構 成部品に比 し高品

質である必要はないが、輸送の際、構 成部品が リフ ォ.__.ムで きな い ほ ど破 損 す る よ

うな もの で あってはな らない。

生産者 はサ ービスにつ いて も共同パー トナー と一緒 に物流の コ ンセプ トを練 らな

けれ ばな らない。構成部品 を迅速 に修理 しな くてはならない時、重要 なのは、例 え

ば納入業者の従業 員に よる高い時間的可動性(24時 間サ ー ビス)で あ る。 こ うい っ

た サ ー ビス は専 門的サ ー ビス業者 も引 き受 けることがで きる。生産者 と共 同企業 と

は、 リースの提供 または代用製品の用意 といった特殊 なサー ビス に関 して も、情報

13
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また は製 品が 適 時 に適 切 な顧 客 の もとへ提供 で きる よう配慮 しなけれ ばな らない
。

また、共 同配送者 と共同で、潜在 的顧客 に修理サ ー ビスの提供 を紹介 しなければな

らない。潜在的顧客 は、故障 した時、修理 費が どの くらいになるか、製品が何時 ま

た使 えるようになるのか、 どこに依頼 すれば よいか を知 るこ とがで きる
。

5-4構 成部品の回収 と再生

再生のコンセプ トは、中古製品およびその構成部品を仕立て直 し、 もう一度、ま

たはさらに続けて使用できるようにすることを意図している。その目的は、製品お

よび構成部品に内在する価値を最大限に保持すること、例えば、最小限に分解 して、

解体のコス トを抑えることもある。納入業者は、この構成部品再生のコンセプ トに

包含 されることができるし、そうしなければならない。

納入業者はこのようにして回収の物流プロセスに包含 され、そして自己の技術的、

組織的能力を自社の構成部品再生のために展開しなければならない。納入業者にお

ける構成部品の再生への要求と、生産者における製品再生への要求を比較 してみる

のは大切である。J・Fleigは・充分に標準化 した構成部品の再利用または継続利用の

図表5-3第 一、第二次利用での再生における納入業者 と生産者の協力

利用者の

物流

生 産者

の物流

下請業者

の物流

原価 ・近代化 ・

再生の可能性

の事前情報

計画

出 典:Fleig,J.:a.a.0 .,S.173

壷>D
旧構成部品の倉庫保持
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可能性 が、製品の場合 よ りも大 きい と し、次の3例 で 明 らか に して い る(注10)
。

1)ポ ンプ は い ろい ろ な製 品 に使 用 される(暖 房 用 ボ イ ラー 、 水 ポ ンプ)。 設計 上

可 能 で あ る な らば、 ポ ンプは第一次利用後 リフォーム し、他 の機器 に使 用す る

ことがで きる。

2)コ ンピュ ー タの 電子 部 品(プ ロセ ッサ、 コ ンデ ンサ等)は 、 機 械 、遊 具 とい っ

た他 の 製 品 に使用で きる。

3)自 動 車 の ク ラ ッチ は多 年 来 、工 場 で個別 に集め られ、生産者 に よ り再生 されて

いる。 これ らの 「新品同様 の クラ ッチ」 は 自動車工場の補充 交換部品業務 に使

用 される。

再生は、その時々の再利用 または継続利用から生 じる要求 を指向した ものでなけ

ればならない。その要求に応 じて構成部品の品質を決定 しなければならない
。生産

者と納入業者は共同で適切な可能性 を見出し、マニュアルを作 らなければならない。

それゆえ、修理のための物流プロセスには、構成部品のバ.._.ジョンアップ、再生、

あるいは選択肢 としての継続利用の可能性 を調査するための、生産者 と納入業者間

での研究、開発や設計の決定が入る(図 表5-3参 照)。 この場合、第一次利用者が再

使用 を待つわけではないので時間上の要求はそれほど重大ではない。場合 によって

は第二次利用者が見つかるまで再生 を待つ方が賢明であるか もしれない し、また典

型的製品計画における顧客 またはプログラム作成による注文取消の問題 もある。

5-5補 充交換部品

製品の用途拡大 と耐用年数延長のためのコンセプ トで、納入業者にとって特 に意

味があるのは、補充交換部品である。修理再生のためには、多 くの場合補充交換部

品の用意が必要である。その際、生産者 も納入業者 との関係で確保 しておかなけれ

ばならないので・J.Fleigは次の視点が重要であるとする(注11) 。

1)補 充交換部品の保持期間

企業は、構成部品または製品を、補充交換部品 として どの くらいの期間提供

するかを決めなければならない。なぜなら、資材、製造方法、ノウハウやその

他の情報(部 品リス ト、図面、作業計画)を 保持 しなければならないからであ

る。

2)補 充交換部品の製造量

補充交換部品の製造 を適切に計画するために、どの構成部品が どの位の頻度
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で故障するかを分析 しなければならない。そのためには故障頻度を算定 し、原

因を分析 しなければならない。

3)補 充交換部品の製造期間

通常、顧客は補充交換部品を長期に保有することはしないので、その製造に

は迅速性が要求される。製造 または修理のプロセスは、技術的にも組織的にも

「稼動」でなければならない。そのためこの領域では、従業員の知識 と経験が

大 きな役割を果たす。

4)補 充交換部品の倉庫保管

補充交換部品の製造に迅速性が求められる場合は、それを倉庫に保管 してお

く必要がある。ここでは独特な倉庫保管策が展開されなければならない。

補充交換部品の製造が後発処理の役割を演ずる限 り、従業員のノウハウが特 に重

要である。したがって生産者は、納入業者 との関係の中で、更に今後何年 も適切な

補充交換部品を提供できるよう配慮すべ きである。

旧来の納入業者がオリジナル構成部品をもはや提供不能だった り、相応 した補充

交換部品が用意不能な場合には、生産者は他の納入業者に切 り替える必要がある。

さらに、図面、部品リス ト、または作業計画 といった適宜な情報 を持たない他の

納入業者 も探 さな くてはならない。い くつかのケースでは、高 くついて も個別に

「新規」 に製造することが要請される。 しか し、一つの可能性 としては、 古い選 り

分けた製品を補充交換部品の源 として使 うこともある。図表5-4に は、補充交換部

表5-4補 充交換部品対策の例示

構成部品 対策 納入業者 例

標準部品 消費指向によって、そ 低原価、高品質、短納 ね じ

の時々の最善の納入業 期が可能な生産専門業

者を選択 者と物流専門業者

長期に市場に提供でき 需要指向によって、総 品質管理者。補充交換 モ ー ター 、 ポ ン プ

る高価値の構成部品 合品質を確保するため 部品用の自己の倉庫を

の安定した納入業者と 保 持。 修理 口丁能。

の最大限の協力

提供できる期問を予測 補充交換部晶管理のた 補充交換部品の補充製 リ モ コ ン。 イ ノベ ェー

し得ない高価値の構成 めに、しっか りした納入 造がで きるノウハウの ションサ イクルの短い

部品 業者との最大限の協力。 専門家 製品。1作 機械の特殊

独自の倉庫保管 構成部品

出 典:Fleig,J.:a.c`1.0.,S.176
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品の種類 と、考えられる補充交換部品対策、または物流対策を記載 している。実際

には、製品の故障の頻度、蓋然的技術的製品寿命、努力 した結果の製品寿命それに

倉庫保管の原価、補充交換部品の新規の製造等にも影響 を受ける。

5-6販 売業者との協力

共同配送者というパー トナー関係の枠内で、生産者 と販売業者 との提携 に及ぼす

可能性のある影響要因は多数ある。この影響要因は個々のケースでその当事者によ

り具体化 されなければな らない。基本的には、製品の生産者、販売業者、製品の顧

客/利 用者間の典型的な関係 に補足的機能を広げることが大切である。換言すれば、

製品販売 と並 んで、販売業者が共同配送者 として顧客に仲介する。例 えば、賃貸、

リース、整備、修理、補充交換部品サ0ビ ス、相談窓口、回収または再生 といった

ものが生 じる。それにより、製品の生産者 と販売業者には付加的な任務が生 じる。

どの ような任務 は生産者、販売業者が、 またどの任務 は共同で引 き受けるかは、

個々のケースによって決定すべ きである。それに応 じて協力の形 も変わる。場合に

よっては・第三のサービスパー トナーを組み入れることも可能である。

このような補足的機能はどの場合 も、追加の費用や原価を必要 とする
。生産者 と

販売業者はそれゆえ、その機能から利点を引 き出すことがで きる、つまり、競争の

中での自己の経済的地位を改善できることを認識 して、はじめてその任務を引 き受

けることができる。協力に際 しては、一方の当事者が 自己の経済力をもとに相応 し

図表5-一一5生 産者 との共同配送者(販 売業者)と の提携分野 と任務分担

生産者 生産者と販売業者 販売業者

1)修 理および整備 しやすい製 4)倉 庫保管を企画 14)生 産者に品物 を返却

品構造 5)レ ンタル機器の引渡 し 15)自 由に使用できスペース

2)補 充交換部品を効果的、効 6)製 品の回収 16)賃 貸価格の決定等を企画

率的に製造 7)契 約の形成

3)製 品教育のコンセプ トを展 8)修 理/保 全

開 9)差 押 えシステムを企画、組

織

10)製 品の プール

ll)従 業員訓練

12)利 用者相談窓口

13)融 資の確保

その他の共同パー トナーを探す

ユ7



国際経営フォーラムNo.13

た コ ンセ プ トを他 方 に押 し付 け ないので、両 当事者が利点 を実現で きる。それで も、

前進的提携の道 を妨 げる数多 くの障害が残 っている。

その際、生産者の視 点か ら専 門製品 とその補充 サー ビスには、基本 的に どういっ

た販売形式があるか を考慮 しなけれ ばな らない。一般 に、それぞれ異 なった製品 タ

イプや販売業者 タイプには、それぞれ相応 した コンセ プ トを選ばなければな らない。

多 くの販売業者 は、当今、成果が少 なす ぎるため、 コス ト指向の戦略 を持つ傾 向が

著 しい。 この ように して選 ばれた販売業者 と共同で、製品の総 コス トを顧 客のため

に下 げるこ ともで きる。その結果共通 の顧客は新 しい コンセプ トに納得 し、 自ら繋

がって くるようになる。

その際、生産者 は販売業者 に とって唯一の納入業者 ではな く、その時々、多数の

中の一人であることを考慮 しなければな らない。販売業者 は長年来、信頼 して協力

して きた非常 に権 限のある生産者 とのみ新 しい コンセ プ トを展開す るこ とになる。

その際、販売業者か ら要求 された ら、生産者は明確 な広が りのあ るコンセ プ トを提

示すべ きであろう。

基本 的には、 ジレンマがある。一つには、多 くの販売業者は、特定の製 品または

顧客 タイプを専 門的 に扱 う。助 言の提供 は、製品の多 くについてはな されないで、

販売業 者は しぼ られ る。完全 なサー ビス は、多 くの場合、包括 的、補完的製品の提

供 を必 要 とす る。解決策は、専門的な販売業者 間の協力 にある。

販売業者が独 占的基盤 の上 にあ り、生産者 にとって関心 のある顧客全部 を支配 し

たな らば、生産者 に とっては、 由々 しきこ とである。 ここで も、妥協点 を見つけな

ければな らない。生産者 は、どの販売業者 とどの ような条件 の もとに協力で きるか、

的確 な判断 をしなければな らない。その基本 となるの は、生産者の市場分析であ り、

そこに協力の出発点がある とい えよう(注12)。

6企 業にお ける事例

事例1:

メル セデ スベ ン ツ チ ャー ター ウェ イ有限会社=賃 貸 か ら完全 サ ー ビス ま で

チ ャー ター ウェイは輸送用車両のサー ビス全般 を本来の企業 目標 とす るサー ビス

企業 である。ダイム ラークライスラー ・コ ンツェル ンもしくはデ ィビスの資金力で・

チ ャー ターウェイは必要不 可欠の課題 をすべ て0同 に集 め一本 化 で きるが、 他 のサ

ー ビス業者 との提携が必要 になる。輸送用車両の生産者 としてのメルセデスベ ンッ

と並 んで、金融サー ビス業のデ ィビスは重要な共 同パー トナーで、そ こには特 に売
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りさば くための業者、整備 や修理 のための工場、そ れに輸送用 車両 を再商品化す る

ための中古車セ ンターがあ る。 チ ャーター ウェイはこれ らのパ ー トナー と提携 して

いるので、そのサ ービスだけを提供すれば よい。そのパ ー トナー全部が共通の一親

会社 に所属 しているにもかかわ らず、解決 しなければな らない 「複合 的問題」 が存

在す る。

・ ダイムラー クライスラー用 車両 の部品 につ いて
、製品仕様 は協定が なされなけ

ればな らない。 グルー プ企業管理者の特殊 な要求は必ず しも取 り上げ られなか

った り、転換 され ない こともある。チ ャー ターウェイが、例 えば、消耗部分の

耐用 年数や整備間隔 をで きるだけ長 くす ることに関心があ るとす る。 しか しこ

れ らの視点は、車両設計に際 して、部分的 に二次的役割 を果たすに過 ぎない。
・ 販売業者のチ ャー ター ウェ イへ の関心 は

、車両の販売 に際 しては従来 どお りで、

賃貸契約の仲 介に関 しては低 くなる。販売業者の仲介手数料(あ るい は そ の評

価)は 、販 売 され た車 両 に応 じて査 定す るか らである。

・ チ ャー ター ウェイは
、故障時 間を減 らす ために、車両 を出来 るだけ敏速 で リー

ズナ ブルな原価で整備 または修理 をす るよ う整備工場 に要請 を しなけれ ばな ら

ない。 これ もまた、整備工場の関心事 になっている とは限 らない。

・ チ ャー ターウェイは車両 中古車セ ンター と
、賃 貸契約満了後 の引 き取 り価格 に

関 しての値引 き交渉が行わ なければな らない。 チ ャー ター ウェイは出来 るだけ

高い引取価格 に、 中古車セ ンターの方は出来 だけ低 い引取価格 に関心 が向 くこ

とになる(注13)。

事例2=

ジー メ ンス(株)=パ ソ コ ン(PC)の 領 域 にお ける イ ンテ ル とマ イ ク ロソフ トの影響

PCの 場 合 、0つ の製 品 の技 術 革新 サ イク ルが極 めて短い ことに問題がある。

テクノロ ジーの開発 はPCの 生 産者 に決 定権 が な く、 プ ロセ ッサの生産者、 こ とに

イ ンテル社、 ソフ トウェアの生産者、先ずマイ クロ ソフ ト社 に よ り決定 され る。 こ

れ らの会社 は市場での優位 な立場 に基づ き標準仕様 を決定す る。

この ことはPC生 産者 に とって は、 非 常 に狭 い枠 に拘束 されることを意味する。

PCモ デ ルの 開発 は、 多 数 の テ ク ノ ロ ジーの飛躍 に影響 され る。 また このテ クノ

ロジーの飛躍 は、同時 にその時々の構成部品 を陳腐化 させ る。

設備装置延命のための個別構 成部品交換 は、 したがって限定的に可能 であ り、 ま

た さらに、交換 した構成部品 を予 定 よ りも早 く 「廃棄物化」 に、少 な くともダウン
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皿

Katmai 3月

99

= O e e .! 鷹 4pX e e

Copper

mine

lO月

99

e 0 一 一 10.QGB e 50X 0 0

Pentium

N

1.5GHz

02

= 窩o 喩 = 50～

100GB

e 瓢 0 =

=旧 モデルと同 じ構成部品

○ 旧モデルから制限つきで適合

している構成部品

一新しい構成部品;旧 モデルの構

成要素は適合 しない

HDDの 性 能:平 均 記憶 容量

CD-ROMの 性能1平 均 追跡速 度

ZTMF8一 部 品 ア プ リケ ー シ ョ ンセ ン ター(注14)

サ イクリングに導 くことに もなる。

前記の背景 には、生 産者 によるPCの ア ップサ イ ク リ ング ま た は再 加 工が ほ とん

ど実行不可 能、 また は無意味 であ る ように思 われ る。賦課 能力のあ るPCの 耐 用 年

数 延 長 と用 途拡 大 の コ ンセ プ トとしては、特 にシーメ ンスによる製品の再商品化が

いっそ う注 目を浴びてい る。

個 々のケー スで は、そ れに もかかわ らずPCを 修 理 、拡 張 、 また はバ ー ジ ョンァ

ップ をす る企業 もある。それ らの企業は ご く小 さなニ ッチ内で行動す る。 それ にか

かる原価 は、特 に低下 したハー ドウェアの価格 を新 製品 と比べ る時、 まった く釣 り

合わない。
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事例3=

メル セデ スベ ンツ チ ャー ター ウ ェイ有限会社=メ ル セデ スベ ンツの商品 開発 に協力

輸送用有用車両 の新モデル系列 の開発 にチ ャー ターウェイが協力す る。チ ャー タ

ー ウェイは、 グループ企業管理者の視点か ら固有の要求 を出す よう試み る。新 しい

メルセデスベ ンツの輸 送構造体系のために、例 えば 「輸送 問題 の解 決」 とい うテー

マ に対 し研 究開発領域や製 品管理者 に よって400機 能 を超 え る機 能 モ デ ル が仕 上げ

られ た。

何 日に もわたるセ ミナーで、 チ ャー ター ウェイは以下の機能低下 に関す るエキス

パー トと して招かれ、意見 を求め られた。

・故障頻発度 ・時間 を最小限 にす るこ と

・輸送進行計画 を物流的観 点か ら準備/完 了

・到 達 可 能性 の保 障(注15)

事例4:

ジ ー メ ンス㈱=生 産 者 、 リース企 業 、修 理 業/リ フ ォー ム業 者 間 の協 力

パ ソ コ ン通常販 売の ためのバ リュー一ケ ア ・コ ンセ プ ト(ValueCare -Konzepts)

には、 三 当事 者 が 相 互 に協 力 しあ っている。それ らは以下の通 りで る。

① 最初に製造 と販売 を行い、サ ービス と設備拡 張 も場合 によっては行 う生産者。

② 資金提供 と後の再商品化 を行 うリース企業。

③ 返送 品に関する物流 と再生 を行 う回収 セ ンター。

全 コ ンセプ トの機能 を確実 にす るため には、各 当事者の密接 な協力が必要である。

機能範 囲の仕様明細 は、顧客の必要に応 じて生産者 によ り明 らか にされる。融資は、

生産者 とリース会社 間で決め られ る。 その際、回収 と再商品化 が回収 セ ンター とリ

ース会社の協力で行 われる
。 ここで機器 は整備 され、決め られた二度 目の使用 に合

わせ られ る(注16)。

事例5:

エ コ ンーエア㈱:エ コ ンーエ ア と販 亮 業者 での反復使用 システム を使 った製品例 スプ

レー缶

生産者(Econ-Air)の 任 務 とは、

・ 市場 に合 致 した品質 と市場 の注文 を反映 した外観 を持つ製品の製造

・ 反復使用 で きる輸送用包装 の準備
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ジー メ ン スの バ リュー ケ ア ・コ ン セ プ トに お け るパ ソ コ ンの 再 利 用

生産者

一

リー ス企業 リ サ イ ク ル セ ン タ ー

PCの 製造
残存価値の

保障

販売 資金提供 再商品化
, 幽 q

口

A

Ψ

整備3

設備拡張

残存価値支払い

に対しする回収

W

用途
再生

く

｠

利用、 リサイクル、廃棄処理

・ システム説明のためのセールス資料

・ 競争で差別 をつ けるための製品 イノベー シ ョン

生産者 または販売業者の任務

・ 使用者に製品のユ ニー ク性 を伝 達(USP)

・ 完 成 製 品等 の倉 庫 保 管

・ 生 産 者 、販売者、使用者間の輸送、逆輸送のための輸送物流

・ 輸送用包装 のための管理 コ ンセプ ト

・ 従業員訓練

販売業者 の任務

・ スペース と人材 の準備

・ 輸送用包装の管理(注17}

J.Fleigは 、 以 上 の4例 の他 に、 ア ル フ レ ッ ド ・ク レ シャー清掃(有):ク リー ニ ン

グ専 門店 の組織 、 シェ イ フ ァー㈱:家 具 業 界 にお け る種 々の販 売 業 者や製造業者の

共同物流形式 の分析 と開発 に関 して も挙 げてい るが、本稿 では割愛 した。
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おわ りに

実践 的な学問である管理会計論では、企業の置かれてい る経営経済状況 によって

新 たな技法が、考案 され理論化 される。 この ような技 法の一つが、サ プライチェー

ン ・マネジメン トである。

本稿で は・特 にサ プライチェー ン ・マ ネジメ ン トとい う技法が ドイツで どの よう

に理解 され実施 されているか、 またそれが環境戦略へ どの ように適用 されてい るか

に関 して論述 した。す なわち、J、Fleigの所 論 を中心 にサ プ ラ イチ ェー ン ・マ ネジメ

ン トの意義、提携 パー トナー、提携範 囲、用途拡大 と耐用年数延長、提携 パー トナ

._._間の複 合 的 問 題 お よび そ れ らの事 例に関 して紹介 した
。J.Fleigの 所 論 に関 して論

評す るな らば、 サ プ ライチ ェー ン ・マ ネジメ ン トにおけ る所要資金の問題 につ いて

は若干事例の部分 で触れているが、本文では言及 してい ないこ と、 また、サ プライ

チェー ン ・マ ネジメ ン トと環境戦略 との関連 では製品の用途拡大 と耐用年数延長 に

つ いてのみ論 じているにす ぎず、検討不足 の部分 もある。
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